
平成２５年度

財　　務　　諸　　表

（第１０期事業年度）

自　平成２５年４月  １日
至　平成２６年３月３１日

国立大学法人　高知大学



（単位：千円）

【資産の部】

Ⅰ 固定資産

　　１ 有形固定資産

土地 26,000,537

　減損損失累計額 △ 60,959 25,939,577

建物 24,536,866

　減価償却累計額 △ 8,977,745

　減損損失累計額 △ 8,789 15,550,331

構築物 2,271,265

　減価償却累計額 △ 1,244,437 1,026,828

機械装置 575,594

　減価償却累計額 △ 568,837 6,756

工具器具備品 19,131,151

　減価償却累計額 △ 12,593,035 6,538,116

図書 3,311,267

美術品・収蔵品 31,371

船舶 38,553

　減価償却累計額 △ 36,054 2,498

車輌運搬具 73,879

　減価償却累計額 △ 57,100 16,778

建設仮勘定 5,225,781

有形固定資産合計 57,649,310

　　2 無形固定資産

特許権 18,493

借地権 590

商標権 173

ソフトウェア 6,100

特許権仮勘定 37,454

電話加入権 1,515

無形固定資産合計 64,327

　　3 投資その他の資産

長期前払費用 189

長期性預金 354,500

投資その他の資産合計 354,689

固定資産合計 58,068,327

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 5,312,846

未収学生納付金収入 21,530

　徴収不能引当金 △ 564 20,966

未収附属病院収入 2,774,637

　徴収不能引当金 △ 36,103 2,738,533

未収入金 362,532

有価証券 6,000,000

たな卸資産 31,073

医薬品及び診療材料 234,283

前払費用 5,168

未収収益 810

流動資産合計 14,706,216

資産合計 72,774,543

貸 借 対 照 表

（平成２６年３月３１日）



【負債の部】

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

 　資産見返運営費交付金等 1,716,006

 　資産見返補助金等 1,409,387

 　資産見返寄附金 518,147

 　資産見返物品受贈額 3,082,104

　 建設仮勘定見返運営費交付金 355,603

　 建設仮勘定見返施設費 1,279,525

   特許権仮勘定見返運営費交付金 1,673

   特許権仮勘定見返寄附金 1,270 8,363,717

国立大学財務・経営センター債務負担金 1,871,074

長期借入金 6,757,321

退職給付引当金 85,412

資産除去債務 149,584

長期リース債務 1,893,338

固定負債合計 19,120,448

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 2,403,716

寄附金債務 1,840,991

前受受託研究費等 179,694

前受受託事業費等 4,355

前受金 22,833

預り科学研究費補助金等 142,447

預り金 154,360

一年以内償還予定国立大学財務・経営センター債務負担金 416,560

一年以内返済予定長期借入金 385,140

未払金 6,074,929

未払費用 254,890

未払消費税等 17,245

賞与引当金 135,134

リース債務 546,923

流動負債合計 12,579,225

負債合計 31,699,673

【純資産の部】

Ⅰ 資本金

政府出資金 26,536,108

　 資本金合計 26,536,108

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 18,258,464

損益外減価償却累計額 △ 10,219,469

損益外減損損失累計額 △ 69,749

損益外利息費用累計額 △ 29,687

　 資本剰余金合計 7,939,557

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 4,345,455

教育研究運営改善積立金 796,549

積立金 1,084,894

当期未処分利益 372,304

   （うち当期総利益） ( 372,304 ）

利益剰余金合計 6,599,203

　　　　純資産合計 41,074,869

負債純資産合計 72,774,543



（単位：千円）
経常費用

業務費
教育経費 1,446,695
研究経費 1,277,526
診療経費
　 材料費 5,994,012
　 委託費 707,285
　 設備関係費 2,212,968
　 研修費 7,396
　 経費 623,698 9,545,361
教育研究支援経費 464,910
受託研究費 721,735
受託事業費 204,520
役員人件費 121,129
教員人件費
　 常勤教員給与 6,828,815
　 非常勤教員給与 220,049 7,048,865
職員人件費
　 常勤職員給与 6,052,923
　 非常勤職員給与 2,056,551 8,109,474 28,940,218

一般管理費 904,766
財務費用

支払利息 172,609
為替差損 29 172,639

雑損 6,130
経常費用合計 30,023,755

経常収益
運営費交付金収益 8,235,985
授業料収益 2,814,933
入学金収益 389,345
検定料収益 82,715
施設費収益 191,908
附属病院収益 15,626,203
受託研究等収益（国及び地方公共団体からの受託） 291,421
受託研究等収益（他の主体からの受託） 439,176
受託事業等収益（国及び地方公共団体からの受託） 89,313
受託事業等収益（他の主体からの受託） 113,227
補助金等収益 422,822
寄附金収益 557,858
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 322,228
資産見返補助金戻入 295,716
資産見返寄附金戻入 106,646
資産見返物品受贈額戻入 44,547
特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 2,138
特許権仮勘定見返寄附金戻入 40 771,318

財務収益
受取利息 9,605
有価証券利息 1,421 11,026

雑　　益
財産貸付料収入 114,551
農場・演習林収益 25,358
センター試験実施料収益 12,283
その他雑益 215,558 367,751

経常収益合計 30,405,008
経常利益 381,252

臨時損失
固定資産除却損 14,273
損害賠償金 273 14,546

臨時利益
徴収不能引当金戻入益 2,828
資産見返運営費交付金等戻入 2,477
資産見返物品受贈額戻入 0
その他臨時利益 292 5,598

当期純利益 372,304
教育研究運営改善積立金取崩額 -
前中期目標期間繰越積立金取崩額 -
当期総利益 372,304

損 益 計 算 書

（平成２５年４月１日-平成２６年３月３１日）



（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 10,671,991

人件費支出 △ 15,665,612

その他の業務支出 △ 1,412,137

運営費交付金収入 9,354,028

授業料収入 2,666,731

入学金収入 392,588

検定料収入 82,715

附属病院収入 15,439,206

受託研究等収入 656,919

受託事業等収入 196,478

その他の収入 434,068

預り科学研究費補助金等の増減額 △ 70,279

補助金等収入 654,653

補助金等の精算による返還金の支出 △ 10,829

寄附金収入 645,839

　　　　小　計 2,692,381

国庫納付金の支払額 -                   

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,692,381

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 15,200,000

有価証券の償還による収入 15,000,000

定期預金の預入れによる支出 △ 10,290,000

定期預金の払戻しによる収入 8,800,000

有形固定資産の取得による支出 △ 4,465,431

無形固定資産の取得による支出 △ 10,793

施設費による収入 2,579,112

施設費の精算による返還金の支出 △ 2,185

　　　　小　計 △ 3,589,297

利息及び配当金の受取額 10,502

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,578,795

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,961,927

長期借入金の返済による支出 △ 353,656

国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △ 471,200

リース債務等の返済による支出 △ 572,201

　　　　小　計 1,564,869

利息の支払額 △ 174,654

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,390,214

Ⅳ 資金に係る換算差額 －

Ⅴ 資金増加額 503,800

Ⅵ 資金期首残高 2,769,045

Ⅶ 資金期末残高 3,272,846

キャッシュ・フロー計算書

（平成２５年４月１日-平成２６年３月３１日）



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 372,304,062

当期総利益 372,304,062

Ⅱ 利益処分額

積立金 276,945,022

国立大学法人法第35条において準用する
独立行政法人通則法第44条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

 　教育研究運営改善積立金 95,359,040 95,359,040 372,304,062

　利益の処分に関する書類（案）



（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 28,940,218

一般管理費 904,766

財務費用 172,639

雑損 6,130

臨時損失 14,546 30,038,302

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 2,814,933

入学料収益 △ 389,345

検定料収益 △ 82,715

附属病院収益 △ 15,626,203

受託研究等収益 △ 730,598

受託事業等収益 △ 202,541

寄附金収益 △ 557,858

資産見返運営費交付金等戻入 △ 30,257

資産見返寄附金戻入 △ 106,646

財務収益 △ 11,026

雑益 △ 222,848

臨時利益 △ 3,121 △ 20,778,097

業務費用合計 9,260,205

Ⅱ 損益外減価償却相当額 869,303

Ⅲ 損益外減損損失相当額 66,504

Ⅳ 損益外利息費用相当額 3,272

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 5,067

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 55,385

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 △ 775,231

Ⅷ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用
料による貸借取引の機会費用 26,549

政府出資等の機会費用 218,279 244,829

Ⅸ 国立大学法人等業務実施コスト 9,729,336

　国立大学法人等業務実施コスト計算書

（平成２５年４月１日-平成２６年３月３１日）



注　記　事　項

（重要な会計方針）

　１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　　原則として、期間進行基準を採用している。ただし、退職一時金については費用進行基準を、「特

  　別経費」及び「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従

 　 い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用している。

　　　なお、「国立大学法人高知大学業務達成基準取扱要領」に基づき学長の承認を得た事業については、

　　業務達成基準を採用している。

　　　また、平成２４年度補正予算（第１号）の成立により交付された運営費交付金については、文部科

　　学省の指定に従い費用進行基準を採用している。

　２．減価償却の会計処理方法

　　(1) 有形固定資産

　　　定額法を採用している。

　　　耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用、受託研究収入等により購入した償却資産

　　については当該受託研究等の期間を耐用年数としている。

　　主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建　　　　　物　 　 ３～５０年

　　　　構　　築　　物　  １０～６０年

　　　　機　械　装　置　　　５～　７年

　　　　工具 器具 備品 　　 １～２０年

　　　　船          舶      ５～１３年

　　　　車 輌 運 搬 具 　　 ４～  ７年

　　　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用

　　等（国立大学法人会計基準第89）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資

　　本剰余金から控除して表示している。

　　(2) 無形固定資産

　　　定額法を採用している。

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいてい

　　る。

 

　３．引当金の計上基準

　　(1) 徴収不能引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

　　の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　　(2) 賞与引当金及び見積額の計上基準

　　　運営費交付金で財源措置されない職員に対して、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上して

　　いる。

　　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引

　　当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。

　　(3) 退職給付引当金及び見積額の計上基準

　　　運営費交付金で財源措置されない職員に対して、当期末における自己都合要支給額の100％を計上

　　している。

　　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人

　　会計基準第35に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

　４．有価証券の評価基準及び評価方法

　　  満期保有目的債券

　　　　　償却原価法（定額法）



　５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　  (1) 医薬品及び診療材料

　　　　　評価基準　　　　低　価　法

　　　　　評価方法　　　　移動平均法

　　　ただし、当面の間、評価方法は最終仕入原価法による。

　　(2) 貯蔵品

　　　　  評価基準　　　　低　価　法

　　　　  評価方法　　　　最終仕入原価法

　６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

　　ている。

　７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　　(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　　　近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

　　(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　　新発１０年国債の平成２６年３月末利回りを参考に0.640％で計算している。

 

　８. リース取引の会計処理

　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法

　　に準じた会計処理によっている。

 

　９．消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

（注記事項）

　１．貸借対照表関係

　　(1) 引当外退職給付引当金の見積額　　　　　　　　　　　　　　　 10,332,597千円

　　(2) 引当外賞与引当金の見積額            　　　　　　　　　 　     711,511千円

　　(3) 債務保証の総額               　　                           2,287,635千円

　　(4) 担保に供している資産

   　 土地                                                          3,022,457千円

   　 建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,185,359千円

　 　 担保提供資産に対応する債務残高　                     　       7,142,461千円

　　(5) 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　　①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

　　　の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　　　　　附属病院に関する借入金の元金償還額の累計　　　　　　　　  7,222,750千円

　　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計　　　　　　1,803,577千円

　　　　　利益剰余金に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　　5,419,173千円

　　　②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受

　　　贈額戻入が二重になっていることによるもの

　　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費

　　　に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計　　　　　755,882千円

　　　③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国から

　　　の出資でなく譲与としたことによるもの　　　　　　　　　　　      405,727千円

　　　④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医療品及び診療材料について、国

　　　からの出資でなく譲与としたことによるもの　　　　　　　　　　    177,406千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9,475,165千円



　２．損益計算書関係

　　(1) 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　  ①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

　　  の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　　　　  附属病院に関する借入金の元金償還額　　　　　　　　　　　　　471,200千円

　　　　  当該借入金により取得した資産の減価償却費　　　　　　　　　  105,413千円

　　　　  当期総利益に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　　　365,787千円

　　  ②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受

　　  贈額戻入が二重になっていることによるもの

　　　  法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費

　　  に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額　　　　　　　      509千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  825,366千円

　３．キャッシュ･フロー計算書関係

　　(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　 　     現金及び預金勘定       　　5,312,846千円

   　     定期預金　　　　　　　 　△2,040,000千円

　 　     資金期末残高           　　3,272,846千円

　　(2) 重要な非資金取引

　　  ①現物寄附の受入による資産の取得

　　　　　構築物　　　　　　　　　　　　20,236千円

　　　 　 工具器具備品       　         32,590千円

   　     図書                           2,662千円

　　　 　 合計　　               　　   55,489千円

　　  ②ファイナンス・リースによる資産の取得

　　　　  工具器具備品　　   　   　　 614,464千円

　４．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

　　　機会費用の計上方法は重要な会計方針に記載している。

　５．固定資産の減損

（単位：千円）

用　　途 宇佐野外活動施設 研修室及び宿泊施設 倉　庫

種　　類 土　　地 建　　物 建　　物

場　　所 土佐市宇佐町
宇佐東町浜3159-5 土佐市宇佐町
宇佐東町浜3159-5 土佐市宇佐町
宇佐東町浜3159-5

帳簿価額 60,959 4,249 1,294

減損の認識に至った経緯 市場価格の著しい下落 使用しないという決定 使用しないという決定

減損額のうち損益計算書
に計上した金額

－ － －

減損額のうち損益計算書
に計上していない金額

60,959 4,249 1,294

回収可能サービス価額 正味売却価額 正味売却価額 正味売却価額

使用価値相当額を採用し
た理由

－ － －

算定方法の概要
平成24年度に行った鑑定評価
を基に、固定資産評価額の下
落推移により算定。

合理的に算定できないため、
備忘価額を正味売却価額とし
た。

合理的に算定できないため、
備忘価額を正味売却価額とし
た。



　６．重要な債務負担行為

　　　当事業年度末時点における重要な債務負担行為は、以下のとおりである。

　７．金融商品関係

　　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達について

　　は国立大学財務・経営センターからの借入れに限定している。

　　　資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づき、

　　公債及び投資適格以上の社債のみを保有しており株式等は保有していない。また、未収附属病院収入

　　は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っている。

　　　国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部

　　科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施している。

　　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：千円）

貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1)

（１）投資有価証券及び有価証券

　　　　満期保有目的債券 6,000,000 6,000,000 －

（２）長期性預金 354,500 358,505 4,005

（３）現金及び預金 5,312,846 5,312,846 －

（４）未収附属病院収入 2,774,637

　　　　徴収不能引当金(*2) △ 36,103

2,738,533 2,738,533 －

（５）国立大学財務・経営センター債務負担金 (2,287,635) (2,480,925) (193,290)

（６）長期借入金 (7,142,461) (7,325,069) (182,608)

（７）リース債務 (2,440,261) (2,502,210) (61,949)

（８）未払金 (6,074,929) (6,074,929) －

一年以内 一年超

高知大学（医病）病棟新営その他工事 （株）竹中工務店 3,032,400 1,045,470 -　

高知大学（医病）病棟新営その他機械設備工事 菱和・斎久特定建設工事共同企業体 1,911,000 729,160 -　

高知大学（医病）病棟新営その他電気設備工事 栗原工業（株） 1,071,000 430,290 -　

高知大学（岡豊）総合研究棟（医学系）新営その他工事 （株）轟組 442,050 265,230 -　

高知大学（医病）病棟新営その他電気設備工事（設計変更１） 栗原工業（株） 404,250 358,050 -　

高知大学（物部）海洋コア総合研究センター（Ⅱ期）新営その他工事 ミタニ建設工業（株） 352,800 211,680 -　

高知大学（医病）病棟新営その他機械設備工事（設計変更１） 菱和・斎久特定建設工事共同企業体 343,875 299,775 -　

掘削コア収納ラック 四国アセチレン工業（株） 315,360 315,360 -　

高知大学（朝倉）共通教育１号館等改修工事 （有）有生 252,121 141,270 -　

高知大学（岡豊）基幹・環境整備（貯水装置等）工事 四国パイプ工業（株） 243,000 148,500 -　

高知大学（医病）病棟新営その他工事（設計変更１） （株）竹中工務店 188,028 188,028 -　

高知大学（岡豊）総合研究棟（医学系）新営電気設備工事 日産電機（株） 172,200 103,320 -　

高知大学（医病）病棟新営エレベーター工事 フジテック（株） 156,240 71,190 -　

高知大学（物部）海洋コア総合研究センター（Ⅱ期）新営機械設備工事 昭栄設備工業(株) 154,350 92,650 -　

高知大学（岡豊）倉庫新営その他工事 中勝建設（株） 140,400 85,800 -　

高知大学（医病）病棟ヘリポート等新営その他工事 （株）竹中工務店 127,995 76,797 -　

高知大学（物部）海洋コア総合研究センター（Ⅱ期）新営電気設備工事 伊東電氣（有） 126,735 76,041 -　

高知大学（物部）附属図書館及び講義室改修その他工事 ミタニ建設工業（株） 126,360 77,220 -　

掘削コア物性画像計測システム （有）バイテック 115,088 115,088 -　

高知大学（医病）病棟新営その他電気設備工事（設計変更２） 栗原工業（株） 113,400 113,400 -　

契約名称 契約の相手方 契約金額
翌期以降支払金額

（単位：千円）



　 　(*1) 負債に計上されているものは、(  )で示している。

　 　(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。

　　（注）金融商品の時価の算定方法

　　(1) 投資有価証券及び有価証券

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　　(2) 長期性預金

　　　　これらの時価については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金

　　　金利で割り引いた現在価値による。

　　(3) 現金及び預金、並びに(4) 未収附属病院収入

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　　　なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保障による回収見込額等により、

      時価を算定している。

　　(5) 国立大学財務・経営センター債務負担金、(6) 長期借入金及び(7) リース債務

　　　　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に

　　　想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。なお、国立大学財務・経営センタ

　　　ー債務負担金については一年以内償還予定額を、長期借入金については一年以内返済予定額を、リ

      ース債務については長期リース債務を、それぞれ含んでいる。

　　(8) 未払金

　　　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　８．賃貸等不動産関係

　　　当法人は、高知県において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏し

　　いため、注記を省略している。

　９．資産除去債務関係

　　(1) 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　　  ①当該資産除去債務の概要

　　　　石綿障害予防規則等に伴う建物のアスベスト除去費用等である。

　　　②当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　使用見込期間を残存耐用年数に基づいて見積り、割引率は期間に応じた国債利回りを使用して

　　　金額を計算している。

　　　③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　１０．重要な後発事象

　　　該当なし

 

　１１．その他

　　　貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書

　　の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

変動の内容 当事業年度における総額の増減

期首残高 146,311千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円　

時の経過による調整額 3,272千円　

資産除去債務の履行に伴う減少額 －千円　

期末残高 149,584千円　
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	高知大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を発展させることを目的として設置し、「教育基本法の精神に則り、国民的合意の下に、地域社会及び国際社会に貢献しうる人材育成と学問研究の充実・発展を推進する」という理念の下、大学の教育研究に対する国民の要請に応えるとともに、我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るという国の施策を実現するため、文部科学大臣が定める中期目標に基づき中期計画を策定し、業務を実施しています。
	経営環境については、国立大学法人の事業費の収支構造は、自己収入を確保し、不足額を運営費交付金で補填される構造であり、平成25年度高知大学総収入予算約２８，１４４百万円のうち、約９，３２６百万円（３３％）が国から措置される運営費交付金です。
	本学の平成25年度運営費交付金は、大学改革促進係数１．３％（附属病院を有する法人）の率で削減され、約７６百万円の減額となっており、昨年度に引き続き厳しいものとなっています。
	このような環境のもと、教育については、これまでの教育・研究の実績や特色を活かした上で、従来の学部・学科等のカリキュラムから独立した、時代を先駆ける新しい高知大学独自の教育プログラムである「土佐さきがけプログラム」の従来の３コースに加えて、新たに生命の営みと健全な環境を守る未来のリーダーの育成を目的とした「生命・環境人材育成コース」を開設するとともに、全コースを対象に、学生アンケート、授業評価アンケートを実施し、学生アンケートの結果を報告書として取りまとめ、教育効果等の検証を行い、奨学事業の見直し...
	さらに、レアメタルをはじめとする海洋鉱物資源の探索・採取・利用・応用に関する多様な知識と高い技術等の最先端の研究能力を有する高度職業専門人を養成することを目的とした「海洋鉱物資源科学準専攻」プログラムを開始し、８名が履修しました。
	また、総合教育センター修学支援部門に「特別修学支援室」を新設し、専任スタッフを配置する等、支援を必要とする学生に対して各学部・専攻、保健管理センター等が連携しながら、個々のニーズに対応した支援活動を行っています。
	研究活動については、平成22年から平成27年度において分野横断的かつ重点的に研究を進めている「掘削コア科学による地球環境システム変動研究拠点」、「植物健康基礎医学研究拠点形成プロジェクト」及び「生命システムを制御する生体膜機能拠点」の各研究拠点プロジェクトにおいて、平成22年度から平成24年度の研究成果報告書（中間報告書）の公表及び研究成果報告会2013を踏まえて中間評価委員会を開催し、研究拠点としての役割や機能を評価するとともに、それら評価に基づき、構成員の見直し及び平成25年度予算の傾斜配分...
	また、共同利用・共同研究拠点である海洋コア総合研究センターでは、全国から共同利用・共同研究の応募を受付け、学外委員を含めた「課題選定委員会」を開催し、研究者の利用を受け入れており、平成25年度からは新たに国際学会等の会場にブースを設け活動内容の紹介を行う等広報活動を強化した結果、採択件数は年間で93件(平成24年度比約18%増)となり、利用者が大幅に増加しました。
	さらに、四国地区の国立５大学（徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学）の連携による「四国５大学連携による知のプラットフォーム形成事業」の共同実施に関する協定に基づき、サテライトオフィスの設置、アソシエイトの採用及び基本計画の作成等の組織体制の整備を行っています。
	地域連携としては、高知県の協力を得て、平成25年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業」に採択され、高知県の地勢的問題から全域的な大学と地域との連携が困難な状況を克服し、地域ニーズと大学シーズを効果的にマッチングする体制を構築するとともに、高知県が設置する７か所の産業振興推進地域本部に大学が派遣する地域コーディネーター（UBC）が常駐し、官学一体となって隈なく地域と向き合うことで、地域と大学との域学連携や産学連携活動を実践する「高知大学インサイド・コミュニティ・システム（KICS）化事業」を開始し...
	また、「土佐フードビジネスクリエーター人材創出事業」が、文部科学省（科学技術・学術審議会　研究計画・評価分科会　研究開発評価部会）の事後評価において、総合評価Ｓ（所期の計画を超えた取組が行われている。）の評価を受けました。
	国際交流と国際貢献活動としては、文部科学省「大学の世界展開力強化事業」及び重点政策枠（JASSO）に基づき「日本・インドネシアの農山漁村で展開する６大学協働サービスラーニングプログラム」において学士課程に６科目（18単位）を新たに開設しています。そのうち４科目を開講し，インドネシアへ受講生16名を派遣しました。また、修士課程では、ジョイントディグリープログラム及び「大学の世界展開力強化事業」を活用し、留学生の相互派遣を実施し、本学で最初のSUIJIジョイントディグリープログラム修了生１名を輩出しました。
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